
和歌山県立医科大学附属病院 

医療安全推進部次長 中山美代子 

 

平成 27 年 10 月に施行された医療事故調査制度についてご紹介します。 

医療法  

第 6 条の 10 

病院、診療所又は助産所（以下この章において「病院等」という。）の管理者は、医療事故

（中略）が発生した場合には、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、当該医療

事故の日時、場所及び状況その他厚生労働省令で定める事項を第六条の十五第一項の医療

事故調査・支援センターに報告しなければならない。 

 

 

省令事項 

提供した医療に起因し、又は起因する

と疑われる死亡又は死産 
左記に該当しない死亡又は死産 

管理者が 

予期しなかったもの 
制度の対象事案 

 

管理者が 

予期したもの 

  

 

この制度開始後から平成 30 年 3 月末までで、累計 945 件の医療事故報告がありました。

近畿地方で累計 148 件院内事故調査が行なわれています。 

詳しくは、 

 

毎月、医療事故の現況報告が発表されています。 

 

医療事故調査支援団体について 

医療法  

第 6 条の 11 

2 病院等の管理者は、医学医術に関する学術団体その他の厚生労働大臣が定める団体（法

人でない団体にあつては、代表又は管理人の定めのあるものに限る。次項及び第 6 条の 22

において「医療事故調査等支援団体」という。）に対し、医療事故調査を行うために必要な

支援を求めるものとする。 

3 医療事故調査等支援団体は、前項の規定により支援を求められたときは、医療事故調査

に必要な支援を行うものとする。 

（医療事故調査・支援センター）ＨＰ 

第14回 医療安全情報 



日本看護協会、都道府県看護協会は、医療事故調査等支援団体となっています。 

 2017 年 4 月～2019 年 3 月 31 日において、和歌山県看護協会からの依頼で、中山が院内事故

調査に関わることになりました。 

 医療事故調査ではなくても、医療安全に関わる質問等があれば、お問い合わせください。 

和歌山県立医科大学医療安全推進部 公式 E-mail anzen@wakayama-med.ac.jp  
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